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連結注記表 
 
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
子会社，子法人等及び関連法人等の定義は，銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条の２に基づいておりま
す。 
 
連結計算書類の作成方針 
（1）連結の範囲に関する事項 
① 連結される子会社及び子法人等 13社 

主要な会社名 
株式会社山口銀行 
株式会社もみじ銀行 
株式会社北九州銀行 
ワイエム証券株式会社 
株式会社井筒屋ウィズカード 
ワイエムコンサルティング株式会社 
株式会社北九州経済研究所 
ワイエムリース株式会社 

なお，持分法適用の関連法人等でありましたワイエムリース株式会社は，株式の追加取得に伴い議決権
の所有割合が上昇したことにより，当連結会計年度より持分法適用の範囲から除外し，連結の範囲に含め
ております。 

② 非連結の子会社及び子法人等 ５社 
主要な会社名 
山口キャピタル第２号投資事業有限責任組合 

非連結の子会社及び子法人等は，その資産，経常収益，当期純損益 (持分に見合う額)，利益剰余金 (持
分に見合う額) 及びその他の包括利益累計額 (持分に見合う額) 等からみて，連結の範囲から除いても企
業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため，連結の範囲
から除外しております。 

（2）持分法の適用に関する事項 
① 持分法適用の非連結の子会社及び子法人等 

該当ありません。 
② 持分法適用の関連法人等 ３社 

会社名 
ワイエムセゾン株式会社 
山口キャピタル株式会社 
もみじカード株式会社 

なお，持分法適用の関連法人等でありましたワイエムリース株式会社は，株式の追加取得に伴い議決権
の所有割合が上昇したことにより，当連結会計年度より連結の範囲に含め，持分法適用の範囲から除外し
ております。 

③ 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等 ５社 
主要な会社名 
山口キャピタル第２号投資事業有限責任組合 

持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等は，当期純損益 (持分に見合う額)，利益剰余金 (持分に見
合う額) 及びその他の包括利益累計額 (持分に見合う額) 等からみて，持分法の対象から除いても連結計
算書類に重要な影響を与えないため，持分法の対象から除外しております。 
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④ 持分法非適用の関連法人等 
該当ありません。 

（3）連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項 
連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。 
３月末日  13社 

（4）のれんの償却に関する事項 
のれんの償却については，主として10年の均等償却を行っております。 

 
会計処理基準に関する事項 
（1）特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準 

金利，通貨の価格，金融商品市場における相場その他の指標に係る短期的な変動，市場間の格差等を利用
して利益を得る等の目的（以下，｢特定取引目的」という｡）の取引については，取引の約定時点を基準とし，
連結貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上するとともに，当該取引からの損益を連結
損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。 
特定取引資産及び特定取引負債の評価は，有価証券及び金銭債権等については連結決算日の時価により，

スワップ・先物・オプション取引等の派生商品については連結決算日において決済したものとみなした額に
より行っております。 
また，特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は，当連結会計年度中の受払利息等に，有価証券，金銭

債権等については前連結会計年度末と当連結会計年度末における評価損益の増減額を，派生商品については
前連結会計年度末と当連結会計年度末におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。 

（2）有価証券の評価基準及び評価方法 
（イ）有価証券の評価は，満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法 (定額法)，持分法非適
用の非連結子会社・子法人等株式については移動平均法による原価法，その他有価証券については原則と
して連結決算日の市場価格等 (株式は連結決算期末月１カ月の市場価格の平均) に基づく時価法 (売却原
価は主として移動平均法により算定)，ただし時価を把握することが極めて困難と認められるものについて
は移動平均法による原価法により行っております。 
なお，その他有価証券の評価差額については，全部純資産直入法により処理しております。 

（ロ）金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は，上記(1)及び連結決算日の市場価格等
に基づく時価法により行っております。 

（3）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 
デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は，時価法により行っております。 

（4）固定資産の減価償却の方法 
① 有形固定資産（リース資産を除く） 

銀行業を営む連結される子会社の有形固定資産は，定率法（ただし，平成10年４月１日以後に取得した
建物（建物附属設備を除く。）については定額法）を採用しております。 
また，主な耐用年数は次のとおりであります。 
建 物  ７年～50年 
その他  ３年～15年 

銀行業以外の連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については，税法基準に基づき，主として
定率法により償却しております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 
無形固定資産は，定額法により償却しております。なお，自社利用のソフトウェアについては，連結さ

れる子会社及び子法人等で定める利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 
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③ リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産

は，リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお，残存価額については，リース契
約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし，それ以外のものは零としております。 

（5）貸倒引当金の計上基準 
銀行業を営む連結される子会社の貸倒引当金は，予め定めている償却・引当基準に則り，次のとおり計上

しております。 
｢銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針｣（日本公認会

計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権につい
ては，一定の種類毎に分類し，過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき
計上しております。破綻懸念先債権に相当する債権については，債権額から担保の処分可能見込額及び保証
による回収可能見込額を控除し，その残額のうち必要と認める額を計上しております。破綻先債権及び実質
破綻先債権に相当する債権については，債権額から，担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額
を控除した残額を計上しております。 
すべての債権は，資産の自己査定基準に基づき，営業部店及び審査所管部署が資産査定を実施しておりま

す。 
銀行業以外の連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は，一般債権については過去の貸倒実績率等を

勘案して必要と認めた額を，貸倒懸念債権等特定の債権については，個別に回収可能性を勘案し，回収不能
見込額をそれぞれ計上しております。 

（6）賞与引当金の計上基準 
賞与引当金は，従業員への賞与の支払いに備えるため，従業員に対する賞与の支給見込額のうち，当連結

会計年度に帰属する額を計上しております。 
（7）役員退職慰労引当金の計上基準 

銀行業以外の連結される子会社及び子法人等の役員退職慰労引当金は，役員への退職慰労金の支払いに備
えるため，役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち，当連結会計年度末までに発生していると認められ
る額を計上しております。 

（8）利息返還損失引当金の計上基準 
利息返還損失引当金は，連結される子会社及び子法人等が将来の利息返還の請求に伴う損失に備えるため， 

｢消費者金融会社等の利息返還請求による損失に係る引当金の計上に関する監査上の取扱い｣（日本公認会計
士協会業種別委員会実務指針第37号 平成24年５月15日）を踏まえ，過去の返還状況等を勘案した必要額
を計上しております。 

（9）睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 
睡眠預金払戻損失引当金は，負債計上を中止した預金について，預金者からの払戻請求に備えるため，将

来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。 
（10）ポイント引当金の計上基準 

ポイント引当金は，クレジットカード利用促進を目的とするポイント制度に基づき，クレジットカード会
員に付与したポイントの使用により発生する費用負担に備えるため，当連結会計年度末における将来使用見
込み額を計上しております。 

（11）特別法上の引当金の計上基準 
特別法上の引当金は，ワイエム証券株式会社が計上した金融商品取引責任準備金であり，有価証券の売買

その他の取引等に関して生じた事故による損失の補填に充てるため，金融商品取引法第46条の５及び金融商
品取引業等にする内閣府令第175条の規定に定めるところにより算出した額を計上しております。 
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（12）退職給付に係る会計処理の方法 
退職給付債務の算定にあたり，退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は給付算定式基準によっております。また，過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方法は次のとお
りであります。 
過去勤務費用：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（２年）による定額法により費用

処理 
数理計算上の差異： 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数 (10～11年) に

よる定額法により按分した額を，それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理 
なお，一部の連結子会社は，退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に，退職給付に係る期末自己都

合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 
（13）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

当社並びに連結される子会社及び子法人等の外貨建資産・負債及び海外支店勘定は，連結決算日の為替相
場による円換算額を付しております。 

（14）リース取引の処理方法 
連結される子会社及び子法人等の所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち，リース取引開始日が平

成20年４月１日前に開始する連結会計年度に属するものについては，通常の賃貸借取引に準じた会計処理に
よっております。 

（15）重要なヘッジ会計の方法 
（イ）金利リスク・ヘッジ 

銀行業を営む連結される子会社の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は，
｢銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い｣（日本公認会計士協会業種別
監査委員会報告第24号。以下，｢業種別監査委員会報告第24号」という｡）に規定する繰延ヘッジによっ
ております。ヘッジ有効性評価の方法については，相場変動を相殺するヘッジについて，ヘッジ対象とな
る預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の残存期間毎にグルーピングのうえ特定
し評価しております。 

（ロ）為替変動リスク・ヘッジ 
銀行業を営む連結される子会社の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計

の方法は，｢銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い｣（日本公認会計
士協会業種別監査委員会報告第25号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法
については，外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替ス
ワップ取引等をヘッジ手段とし，ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジ
ション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 
なお，一部の資産については，金利スワップの特例処理を行っております。 

（16）消費税等の会計処理 
当社並びに連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税（以下，消費税等という｡）の会計処

理は，税抜方式によっております。ただし，有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当連結会計年度の費
用に計上しております。 

（17）連結納税制度の適用 
当社並びに国内の連結される一部の子会社は，当社を連結納税親会社として，連結納税制度を適用してお

ります。 
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会計方針の変更 
（｢退職給付に関する会計基準」等の適用） 
｢退職給付に関する会計基準｣（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下，｢退職給付会計基準」とい

う｡）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針｣（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下，
｢退職給付適用指針」という｡）を，退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ
た定めについて当連結会計年度より適用し，退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し，退職給付見込額の
期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに，割引率の決定方法を平均残存勤務期間と
平均支給期間に基づいた単一の割引率を使用する方法から，退職給付の支払見込期間ごとに設定された複数の割
引率を使用する方法へ変更しております。 
退職給付会計基準等の適用については，退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って，当連結会

計年度の期首において，退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しており
ます。 
この結果，当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が3,086百万円増加し，利益剰余金が1,994百万円減

少しております。また，当連結会計年度の経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ367百万円増加して
おります。 
 
（｢従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」の適用） 
｢従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い｣（実務対応報告第30号 平成

27年３月26日）を当連結会計年度から適用し，当社から信託へ自己株式を処分した時点で処分差額を認識し，
信託から従業員持株会に売却された株式に係る売却差損益，信託が保有する株式に対する当社からの配当金及び
信託に関する諸費用の純額を負債に計上しております。 
当該会計方針の変更は遡及適用され，この結果，連結株主資本等変動計算書の遡及適用後の期首残高は，自己

株式，資本剰余金及び利益剰余金が，それぞれ，301百万円，351百万円，42百万円減少しております。 
 
追加情報 
（従業員持株ＥＳＯＰ信託） 
当社は，当社及び当社グループ従業員（以下，｢従業員」という｡）の福利厚生の充実を目的とした，｢従業員

持株ＥＳＯＰ信託」を導入しております。 
（1）取引の概要 

当社が「山口フィナンシャルグループ従業員持株会｣（以下，｢当社持株会社」という｡）に加入する従業
員のうち一定の要件を充足する者を受益者とする信託を設定し，当該信託は平成23年９月から５年間にわた
り当社持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を一括して取得し，その後，当該信託は当社株式を毎月
一定日に当社持株会に売却いたします。 

（2）信託に残存する自社の株式 
信託に残存する当社株式を，信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く｡）により，純資産の部に自

己株式として計上しております。 
当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額は785百万円，株式数は1,047千株であります。 

（3）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額 
当連結会計年度末における総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額は630百万円であります。 
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注記事項 
（連結貸借対照表関係） 
１．関係会社の株式及び出資金総額（連結子会社及び連結子法人等の株式及び出資金を除く）938百万円 
２．無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が，｢有価証券」中の国債に
18,560百万円含まれております。 

３．貸出金のうち，破綻先債権額は21,398百万円，延滞債権額は80,077百万円であります｡ 
なお，破綻先債権とは，元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金 (貸倒償却を行った
部分を除く。以下，｢未収利息不計上貸出金」という｡) のうち，法人税法施行令 (昭和40年政令第97号) 第
96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金でありま
す。 
また，延滞債権とは，未収利息不計上貸出金であって，破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図る

ことを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 
４．貸出金のうち，３カ月以上延滞債権額は691百万円であります。 
なお，３カ月以上延滞債権とは，元本又は利息の支払が，約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸

出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 
５．貸出金のうち，貸出条件緩和債権額は15,260百万円であります。 
なお，貸出条件緩和債権とは，債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として，金利の減免，利息の

支払猶予，元本の返済猶予，債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権，延
滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 
６．破綻先債権額，延滞債権額，３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は117,427百万円で
あります。 
なお，上記３.から６.に掲げた債権額は，貸倒引当金控除前の金額であります。 

７．手形割引は，業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入
れた商業手形及び買入外国為替は，売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりま
すが，その額面金額は，45,680百万円であります。 

８．担保に供している資産は次のとおりであります。 
担保に供している資産 
現金預け金 17百万円
有価証券 231,785百万円
リース債権及びリース投資資産 1,954百万円

担保資産に対応する債務 
預金 40,055百万円
債券貸借取引受入担保金 24,028百万円
借用金 5,580百万円

上記のほか，為替決済，デリバティブ取引，信託事務及び公金事務取扱等の取引の担保あるいは先物取引
証拠金等の代用として，有価証券107,909百万円，現金預け金３百万円及びその他資産1,197百万円を差し
入れております。 
また，その他資産には，保証金3,228百万円が含まれております。 

９．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は，顧客からの融資実行の申し出を受けた場合
に，契約上規定された条件について違反がない限り，一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約
であります。これらの契約に係る融資未実行残高は898,024百万円であります。このうち原契約期間が１年
以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが831,959百万円あります。 
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なお，これらの契約の多くは，融資実行されずに終了するものであるため，融資未実行残高そのものが必
ずしも当社並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではあり
ません。これらの契約の多くには，金融情勢の変化，債権の保全及びその他相当の事由があるときは，連結
される子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨
の条項が付けられております。また，契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほ
か，契約後も定期的に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し，必要に応じて契約
の見直し，与信保全上の措置等を講じております。 

10．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき，銀行業を営む連結される子
会社の事業用の土地の再評価を行い，評価差額については，当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係
る繰延税金負債」として負債の部に計上し，これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部
に計上しております。 
再評価を行った年月日  平成10年３月31日 
同法律第３条第３項に定める再評価の方法 
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める，地

価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が
定めて公表した方法により算定した価額に基づいて，合理的な調整を行って算出。 
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業

用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 23,409百万円 
11．有形固定資産の減価償却累計額 74,451百万円 
12．有形固定資産の圧縮記帳額 8,157百万円 
13．社債には，劣後特約付社債25,000百万円が含まれております。 
14．｢有価証券」中の社債のうち，有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証
債務の額は4,785百万円であります。 

15．連結貸借対照表に計上した固定資産のほか，事務用機器等の一部については，所有権移転外ファイナン
ス・リース契約により使用しております。 

 
（連結損益計算書関係） 
１．｢その他の経常費用」には，株式等売却損615百万円，株式等償却30百万円及び金銭の信託運用損1,198
百万円を含んでおります。 

２．当連結会計年度において，次の資産について減損損失を計上しております。 
地 域 主な用途 種 類 減損損失
広島県内 売却予定資産 土地・建物 20百万円
福岡県内 営業用資産・遊休資産 土地・建物 111百万円
合  計  132百万円

当社及び銀行業・証券業を営む連結される子会社は，営業用資産については管理会計上の最小単位である
営業店単位で，遊休資産については原則として各資産単位でグルーピングを行っております。また，本店，
事務センター，研修所，社宅・寮等については，銀行業を営む連結される子会社全体に関連する資産である
ため共用資産としております。 
銀行業・証券業以外の連結される子会社は，原則として各社単位でグルーピングを行っております。 
営業キャッシュ・フローの低下した営業用資産，遊休資産及び売却方針とした上記の資産について，帳簿

価額を回収可能価額まで減額し，当該減少額の合計額132百万円を減損損失として特別損失に計上しており
ます。その内訳は，土地67百万円，建物65百万円であります。 
なお，当連結会計年度において減損損失の測定に使用した回収可能価額は正味売却価額であり，正味売却

価額は，不動産鑑定評価額又は処分見込価額から処分費用見込額を控除して算定しております。 
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（連結株主資本等変動計算書関係） 
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（単位：千株） 

 当連結会計年
度期首株式数

当連結会計年
度増加株式数

当連結会計年
度減少株式数

当連結会計年 
度末株式数 摘要 

発行済株式   
 普通株式 264,353 － － 264,353  
 合  計 264,353 － － 264,353  
自己株式   
 普通株式 11,299 10,062 504 20,857 （注）１，２
 合  計 11,299 10,062 504 20,857  
（注）１ 増加株式数は，市場買付けによるもの10,000千株，単元未満株式の買取によるもの35千株，持分

法適用会社から連結子会社への移行に伴う増加分27千株であります。減少株式数は，当社グループ従
業員持株会への売却によるもの353千株，新株予約権の権利行使によるもの150千株，単元未満株式
の買増請求による売渡によるもの1千株であります。 

２ 従業員持株ESOP信託所有の自己株式は，当連結会計年度期首株式数に1,400千株及び当連結会計
年度末株式数に1,047千株含まれております。 

２．新株予約権に関する事項 

区分 新株予約権 
の内訳 

新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

摘要当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計 
年度末 

当社 
ストック・オプ
ションとしての
新株予約権 

－ 511  

合 計 － 511
３．配当に関する事項 
（1）当連結会計年度中の配当金支払額 

（決議） 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配当額 基準日 効力発生日 

平成26年 
５月９日 
取締役会 

普通株式 1,781百万円
（注）１ 7.00円 平成26年３月31日 平成26年６月27日

平成26年 
11月７日 
取締役会 

普通株式 1,782百万円
（注）２ 7.00円 平成26年９月30日 平成26年12月10日

合計  3,563百万円  
（注）１ 配当金の総額には，従業員持株ESOP信託に対する配当金９百万円を含めております。 

２ 配当金の総額には，従業員持株ESOP信託に対する配当金８百万円を含めております。 
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（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち，配当の効力発生日が当連結会計年度の末日後となるもの 

（決議） 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり
配当額 基準日 効力発生日 

平成27年 
５月８日 
取締役会 

普通株式 1,712百万円
（注）

その他 
利益剰余金 7.00円 平成27年３月31日 平成27年６月29日

（注）配当金の総額には，従業員持株ESOP信託に対する配当金７百万円を含めております。 
 
（金融商品関係） 
１．金融商品の状況に関する事項 
（1）金融商品に対する取組方針 

当社グループは，銀行業務を中心として，証券業務，クレジットカード業務など，地域密着型の総合金
融サービスを展開しております。このため，グループとして，信用リスク，市場リスク，流動性リスクな
どさまざまなリスクを抱えており，これらのリスクは，経済・社会・金融環境などの変化により，多様
化・複雑化しております。こうした状況を踏まえ，グループとして，リスク管理体制の強化を重要課題の
一つとして捉え，健全性の維持・向上に努めるとともに，グループ共通の「リスク管理規程」を制定し，
リスク管理に対する基本的な方針を明確にしております。 

（2）金融商品の内容及びそのリスク 
保有する金融資産は，主としてお取引先に対する貸出金であり，契約不履行によってもたらされる信用

リスクに晒されております。また，有価証券は，主に債券，株式，投資信託などであり，売買目的，満期
保有目的，純投資目的及び事業推進目的で保有しております。これらは，それぞれ発行体の信用リスク及
び金利の変動リスク，市場価格の変動リスクに晒されております。 
金融負債については，預金，譲渡性預金を中心として，コールマネーなど市場からの調達も行っており

ますが，必要な資金が確保できなくなるなどの流動性リスクのほか，金融経済環境の変化等に伴う金利リ
スクに晒されております。 
デリバティブ取引については，資産・負債に内在する市場リスクのヘッジ手段，及びお客様のニーズに

応じた商品提供手段等として位置付けております。金利関連及び有価証券関連デリバティブ取引は，長期
にわたり金利が固定される貸出金・預金や有価証券等に対して，将来の金利変動や価格変動が収益等に及
ぼす影響を限定するためのヘッジを主目的として利用しております。また，通貨関連デリバティブ取引に
ついては，将来の為替変動に伴う収益変動等の回避，外貨資金の安定調達，及びお客様への商品提供を主
目的として利用しております。なお，相場変動による収益獲得を目的とした取引については，リスクリミ
ット及び損失限度額などの厳格な基準を定めたうえで，限定的な取扱いを行っております。 
金利関連及び有価証券関連デリバティブ取引は金利や価格の変動を，また通貨関連デリバティブ取引は

為替の変動を市場リスク要因として有しております。また，取引所取引以外の取引には，取引相手の財務
状況の悪化等により契約不履行による損失が発生する信用リスク要因を有しております。 
ヘッジ会計の利用にあたっては，事前に定められた適用要件を満たしていることを確認したうえで，繰

延ヘッジを適用しております。ヘッジ手法については，主に同種類のリスクを持つ資産を特定したうえで，
包括的にヘッジを行う包括ヘッジを行っております。また，一部の取引については，金利スワップの特例
処理を適用しております。 
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（3）金融商品に係るリスク管理体制 
① 信用リスクの管理 

信用格付制度の適切な運用により，お取引先の実態把握や正確な信用リスク評価に努めており，お取
引先の決算期や信用状態の変化時に適時適切に格付の見直しを行うことで信用力評価の精度を高めてお
ります。 
自己査定については，グループの統一基準に基づいて厳格に行い，自己査定結果に基づく償却・引当

も適正に実施して，その妥当性については，検証部署による内容の検証，独立性を堅持した監査部署に
よる内部監査を行うとともに，監査法人による外部監査も実施しております。 
また，個別案件審査においては，各子銀行の規模や特性に応じた審査体制を導入し，地域特性や業種

特性などを勘案したきめ細やかな審査を行うとともに，ポートフォリオ管理面でも，信用リスク計量化
に基づく，格付別，業種別，地区別といったリスク管理の高度化に努めております。 
有価証券の発行体の信用リスク及びデリバティブ取引のカウンターパーティーリスクに関しては，リ

スク統括部署において，信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。 
② 市場リスクの管理 

市場リスクに関する管理プロセスを構築し，内在する市場リスクを特定するとともに，定量的な測定
を実施しております。そのうえで，市場リスクを許容水準にコントロールするために，ALM（資産・負
債総合管理）体制を導入，グループALM委員会を定期的に開催し状況に応じた対応を図っております。 
また，市場リスクの状況については，定期的な評価を行い，リスク・コントロールの適切性などにつ

いて，検証を実施しております。 
③ 資金調達に係る流動性リスクの管理 

預金による資金調達が大半を占めており，安定した調達基盤のもと，緻密な予測に基づいた資金管理
を行い，主として金融市場での資金コントロールにより資金繰りを行っております。 
資金繰り管理においては，流動性リスクを抑制し，安定性を確保するとともに，不測の事態に備え，

流動性の高い資産を準備するなど流動性リスク管理には万全を期しております。 
（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には，市場価格に基づく価額のほか，市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため，異なる前提条件
等によった場合，当該価額が異なることもあります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 
平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額，時価及びこれらの差額は，次のとおりであります。

なお，連結貸借対照表計上額の重要性が乏しい科目については，記載を省略しております。また，時価を把
握することが極めて困難と認められる非上場株式等は，次表には含めておりません ((注２) 参照)。 

（単位：百万円） 
 連結貸借対照表計上額 時価 差額

（1）現金預け金 965,274 965,274 －
（2）コールローン及び買入手形 283,250 283,250 －
（3）金銭の信託 48,096 48,096 －
（4）有価証券  

満期保有目的の債券 4,446 4,518 71
その他有価証券 2,310,717 2,310,717 －

（5）貸出金 6,228,014  
貸倒引当金（＊１） △71,800  

 6,156,213 6,210,677 54,463
資産計 9,767,999 9,822,535 54,535
（1）預金 8,441,551 8,443,961 2,409
（2）譲渡性預金 767,528 767,528 0
負債計 9,209,080 9,211,489 2,409
デリバティブ取引（＊２）  
ヘッジ会計が適用されていないもの (8,760) (8,760) －
ヘッジ会計が適用されているもの (1,326) (1,326) －

デリバティブ取引計 (10,087) (10,087) －
（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 
（＊２）特定取引資産・負債及びその他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しており

ます。デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており，合計で正味の債務と
なる項目については，( )で表示しております。 

（注１）金融商品の時価の算定方法 
資 産 
（1）現金預け金 

約定期間が短期間（１年以内）又は満期のないものであり，時価は帳簿価額と近似していることから，
当該帳簿価額を時価としております。 

（2）コールローン及び買入手形 
約定期間が短期間（１年以内）であり，時価は帳簿価額と近似していることから，当該帳簿価額を時価

としております。 
（3）金銭の信託 

有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券に
ついては，株式は取引所の価格，債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっており
ます。 
なお，保有目的ごとの金銭の信託に関する注記事項については，｢(金銭の信託関係)」に記載しております。 
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（4）有価証券 
株式は取引所の価格，債券は取引所の価格又は外部の情報ベンダーから入手した価格によっております。

投資信託は取引所の価格又は投資信託委託会社の公表する基準価格によっております。 
自行保証付私募債は，内部格付，期間に基づく区分ごとに元利金の合計額を無リスクの利子率に内部格

付区分ごとの信用コストを上乗せした利率で割り引いて時価を算定しております。 
なお，保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「(有価証券関係)」に記載しております。 

（5）貸出金 
貸出金のうち，変動金利によるものは，短期間で市場金利を反映するため，貸出先の信用状態が実行後

大きく異なっていない限り，時価は帳簿価額と近似していることから，当該帳簿価額を時価としておりま
す。固定金利によるものは，貸出金の種類及び内部格付，期間に基づく区分ごとに元利金の合計額を，事
業性貸出金については無リスクの利子率に内部格付区分ごとの信用コストを上乗せした利率で，消費性貸
出金については同様の新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。な
お，約定期間が短期間（１年以内）のものは，時価は帳簿価額と近似していることから，当該帳簿価額を
時価としております。 
また，破綻先，実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については，担保及び保証による回収見込額

等に基づいて貸倒見積高を算定しているため，時価は連結決算日における連結貸借対照表上の債権等計上
額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており，当該価額を時価としております。 
貸出金のうち，返済期限を設けていないものについては，返済見込み期間及び金利条件等から，時価は

帳簿価額と近似しているものと想定されるため，帳簿価額を時価としております。 
負 債 
（1）預金，及び（2）譲渡性預金 

要求払預金については，連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。
また，定期預金の時価は，一定の期間ごとに区分して，将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値
を算定しております。その割引率は，新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。なお，
預入期間が短期間（１年以内）のものは，時価は帳簿価額と近似していることから，当該帳簿価額を時価
としております。 

デリバティブ取引 
デリバティブ取引は，金利関連取引 (金利先物，金利オプション，金利スワップ等)，通貨関連取引 (通

貨先物，通貨オプション，通貨スワップ等)，株式関連取引 (株式指数先物)，債券関連取引 (債券先物，
債券先物オプション等) であり，取引所の価格，割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算出
した価額によっております。 
なお，金利スワップの特例処理によるものは，ヘッジ対象とされている貸出金と一体として処理されて

いるため，その時価は当該貸出金の時価に含めて記載しております。 
（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり，

金融商品の時価情報の「資産(4)その他有価証券」には含まれておりません。 
                         （単位：百万円） 

区分 連結貸借対照表計上額
① 非上場株式 (＊１) (＊２) 6,057
② 組合出資金等 (＊３) 2,762

合計 8,819
（＊１）非上場株式については，市場価格がなく，時価を把握することが極めて困難と認められることか

ら，時価開示の対象とはしておりません。 
（＊２）当連結会計年度において，非上場株式について14百万円減損処理を行っております。 
（＊３）組合出資金等のうち，組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められる

もので構成されているものについては，時価開示の対象とはしておりません。 
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（有価証券関係） 
連結貸借対照表の「有価証券」のほか，｢特定取引資産」中の商品有価証券が含まれております。 
１．売買目的有価証券（平成27年３月31日現在） 

 当連結会計年度の損益に含まれた評価差額
（百万円） 

売買目的有価証券 14
２．満期保有目的の債券（平成27年３月31日現在） 

 種類 連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価
（百万円） 

差額
（百万円） 

時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの 

地方債 900 914 14
社債 2,685 2,726 40
その他 751 767 16

小計 4,337 4,408 71

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの 

地方債 － － －
社債 109 109 △0
その他 － － －

小計 109 109 △0
合 計 4,446 4,518 71

３．その他有価証券（平成27年３月31日現在） 

 種類 連結貸借対照表
計上額（百万円）

取得原価 
（百万円） 

差額
（百万円） 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の 

株式 133,435 56,512 76,923
債券 1,769,080 1,751,850 17,230
 国債 678,752 674,787 3,965
 地方債 35,752 35,087 664
 社債 1,054,575 1,041,974 12,601
その他 223,373 210,686 12,687

小計 2,125,890 2,019,049 106,840

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの 

株式 5,694 6,354 △659
債券 108,350 108,962 △612
 国債 57,555 57,858 △302
 地方債 3,739 3,758 △19
 社債 47,055 47,345 △290
その他 70,782 72,682 △1,900

小計 184,827 187,999 △3,172
合 計 2,310,717 2,207,049 103,668

４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日） 
該当ありません。 
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５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日） 
 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

株式 4,676 759 91
債券 2,122,569 8,421 955
 国債 1,759,555 6,757 913
 地方債 4,476 23 －
 社債 358,537 1,641 42
その他 330,696 6,481 845

合  計 2,457,941 15,662 1,892
６．保有目的を変更した有価証券 
該当ありません。 

７．減損処理を行った有価証券 
売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のうち，当該有価証

券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており，時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められな
いものについては，当該時価をもって連結貸借対照表計上額とするとともに，評価差額を当連結会計年度の
損失として処理（以下，｢減損処理」という｡）しております。 
当連結会計年度における減損処理額は株式16百万円であります。 
また，時価が「著しく下落した」と判断するための基準は，以下のとおり定めております。 
時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合は，｢著しく下落した」と判断しております。ただし，株

式及びこれに準ずる有価証券については，時価が取得原価に比べて30％以上50％未満下落した場合は，発
行会社の信用リスク (自己査定における債務者区分，外部格付等)，過去の一定期間の下落率を勘案して，
｢著しく下落した」かどうかを判断しております。 

 
（金銭の信託関係） 
１．運用目的の金銭の信託（平成27年３月31日現在） 
該当ありません。 

２．満期保有目的の金銭の信託（平成27年３月31日現在） 
該当ありません。 

３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成27年３月31日現在） 

 
連結貸借対照表
計上額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

うち連結貸借対照
表計上額が取得原
価を超えるもの 
（百万円） 

うち連結貸借対照
表計上額が取得原
価を超えないもの
（百万円） 

その他の金銭の 
信託 48,096 48,273 △177 15 △192

（注）｢うち連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの｣「うち連結貸借対照表計上額が取得原価を超
えないもの」はそれぞれ「差額」の内訳であります。 
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（税効果会計関係） 
｢所得税法等の一部を改正する法律｣（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律｣（平成

27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され，平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税
率等の引下げが行われることとなりました。これに伴い，繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定
実効税率は従来の35.38％から，平成27年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異等につ
いては32.83％に，平成28年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等については
32.06％となります。この税率変更により，繰延税金負債は1,357百万円減少，その他有価証券評価差額金は
3,363百万円増加，繰延ヘッジ損益は15百万円減少，退職給付に係る調整累計額は272百万円増加，法人税等調
整額は2,262百万円増加しております。再評価に係る繰延税金負債は1,187百万円減少し，土地再評価差額金は
同額増加しております。 
 
（１株当たり情報） 
１株当たりの純資産額 2,346円56銭
１株当たりの当期純利益金額 120円88銭

 
（ストック・オプション等関係） 
１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 
営業経費  193百万円 

２．当連結会計年度に付与したストック・オプションの内容 
 平成26年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 
当社の子会社である株式会社山口銀行，株式会社もみ
じ銀行及び株式会社北九州銀行の取締役（社外取締役
を除く） 27名 

株式の種類別のストック・オプションの付与数（注１） 当社普通株式 182,900株 
付与日 平成26年７月29日
権利確定条件 権利確定条件は定めていない。 
対象勤務期間 対象勤務期間は定めていない。 
権利行使期間 平成26年７月30日～平成56年７月29日 
権利行使価格（注２） １円
付与日における公正な評価単価（注２） 1,015円
（注１）株式数に換算して記載しております。 
（注２）１株当たりに換算して記載しております。 

 
（企業結合等関係） 
取得による企業結合 
１．企業結合の概要 
（1）被取得企業の名称及び事業の内容 

被取得企業の名称    ワイエムリース株式会社 
事業の内容          リース業 

（2）企業結合を行った主な理由 
株式会社山口銀行，株式会社もみじ銀行及び株式会社北九州銀行の３つの銀行を持つ当金融グループの

リース事業会社として，より一層の金融サービスの向上を図るためであります。 
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（3）企業結合日 
平成26年12月５日 

（4）企業結合の法的形式 
株式取得による子会社化 

（5）結合後企業の名称 
結合後企業の名称に変更はありません。 

（6）取得した議決権比率 
取得直前に所有していた議決権比率    21.1％（注） 
企業結合日に追加取得した議決権比率  28.9％ 
取得後の議決権比率                  50.0％ 
（注）子会社の株式会社山口銀行，株式会社やまぎんカードの所有分を含んでおります。 

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠 
当社グループがワイエムリース株式会社の議決権の40％以上を保有したことに伴い，支配力基準に基づ

き子会社化したことによるものであります。 
２．連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間 
平成26年４月１日から平成27年３月31日まで 
平成26年12月31日をみなし取得日としているため，連結損益計算書上，平成26年４月１日から平成26

年12月31日までの被取得企業に係る損益は，持分法投資損益として計上しております。 
３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

企業結合直前に保有していたワイエムリース株式会社の普通株式の時価 104百万円
企業結合日に追加取得したワイエムリース株式会社の普通株式の時価 93百万円
取得原価 198百万円

４．被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額 
段階取得に係る差損 200百万円 

５．負ののれん発生益の金額及び発生原因 
（1）負ののれん発生益の金額  

2,330百万円 
（2）発生原因 

取得時の時価純資産額が取得原価を上回ったためであります。 
６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 
（1）資産の額 

流動資産 21,691百万円
固定資産 644百万円
資産合計 22,335百万円

（2）負債の額 
流動負債 5,967百万円
固定負債 12,591百万円
負債合計 18,559百万円

７．企業結合が当連結会計年度開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結計算書類に及ぼす
影響の概算額及びその算定方法 
当該影響額は軽微であるため，記載を省略しております。 
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個別注記表 
 
記載金額は，百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 
［重要な会計方針に係る事項に関する注記］ 
１．資産の評価基準及び評価方法 
有価証券 
関係会社株式及びその他有価証券のうち，時価を把握することが極めて困難と認められるものについては，
移動平均法による原価法により行っております。 

２．固定資産の減価償却の方法 
無形固定資産 
商標権は，定額法を採用し，10年で償却しております。 

３．繰延資産の処理方法 
社債発行費は資産として計上し，社債の償還期間にわたり定額法により償却しております。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建資産・負債は，決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

５．消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜方式によっております。 

６．連結納税制度の適用 
当社を連結納税親会社として，連結納税制度を適用しております。 

 
［会計方針の変更］ 
（｢従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」の適用） 

｢従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い｣（実務対応報告第30号 平成
27年３月26日）を当事業年度から適用し，当社から信託へ自己株式を処分した時点で処分差額を認識し，信
託から従業員持株会に売却された株式に係る売却差損益，信託が保有する株式に対する当社からの配当金及び
信託に関する諸費用の純額を負債に計上しております。 
当該会計方針の変更は遡及適用され，この結果，株主資本等変動計算書の遡及適用後の期首残高は，自己株

式，資本剰余金及び利益剰余金が，それぞれ，301百万円，351百万円，42百万円減少しております。 
 
［追加情報］ 
（従業員持株ESOP信託） 

当社は，当社及び当社グループ従業員（以下，「従業員」という｡）の福利厚生の充実を目的とした，「従
業員持株ESOP信託」を導入しております。 
（1）取引の概要 

当社が「山口フィナンシャルグループ従業員持株会｣（以下，｢当社持株会」という｡）に加入する従業員
のうち一定の要件を充足する者を受益者とする信託を設定し，当該信託は平成23年９月から５年間にわたり
当社持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を一括して取得し，その後，当該信託は当社株式を毎月一
定日に当社持株会に売却いたします。 

（2）信託に残存する自社の株式 
信託に残存する当社株式を，信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く｡）により，純資産の部に自

己株式として計上しております。 
当事業年度末における当該自己株式の帳簿価額は785百万円，株式数は1,047千株であります。 

（3）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額 
当事業年度末における総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額は630百万円であります。 
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［貸借対照表に関する注記］ 
１．社債には，劣後特約付社債25,000百万円が含まれております。 
２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 78,021百万円
短期金銭債務 88,821百万円

 
［損益計算書に関する注記］ 
関係会社との取引高 
営業取引による取引高 

営業収益 15,705百万円
営業費用 8百万円

営業取引以外の取引による取引高 
受取利息 7百万円
支払利息 319百万円

 
［株主資本等変動計算書に関する注記］ 
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

（単位：千株） 

 当事業年度
期首株式数 

当事業年度
増加株式数 

当事業年度
減少株式数 

当事業年度 
末株式数 摘要 

自己株式   
 普通株式 11,270 10,035 504 20,801 （注）１，２
 合 計 11,270 10,035 504 20,801  
（注）１ 増加株式数のうち，10,000千株は市場買付，35千株は単元未満株式の買取によるものであります。 

また，減少株式数は，当社グループ従業員持株会への売却によるもの353千株，新株予約権の権利
行使によるもの150千株，単元未満株式の買増請求による売渡によるもの1千株であります。 

２ 当事業年度末株式数には，従業員持株ESOP信託所有の自己株式が1,047千株含まれております。 
 
［税効果会計に関する注記］ 
１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 
繰延税金資産 
税務上の繰越欠損金 327百万円
未払事業税 2百万円
ソフトウェア 1百万円

繰延税金資産小計 330百万円
評価性引当額 △327百万円
繰延税金資産合計 2百万円
繰延税金資産の純額 2百万円 
２．｢所得税法等の一部を改正する法律｣（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律｣ 
(平成27年法律第２号) が平成27年３月31日に公布され，平成27年４月１日以後に開始する事業年度から
法人税率等の引下げが行われることとなりました。これに伴い，繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使
用する法定実効税率は従来の35.38％から，平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時
差異等については32.83％に，平成28年４月1日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に
ついては32.06％となります。この税率変更による計算書類への影響は軽微であります。 
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［関連当事者との取引に関する注記］ 
１．親会社及び法人主要株主等 
該当ありません。 

２．子会社及び関連会社等 

種類 会社等の 
名称 

議決権の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 

（百万円） 科 目 期末残高
（百万円）

子会社 

株式会社 
山口銀行 

所有 
直接100％ 

経営管理等
役員の兼任

預金（注）１ （平残）
34,818 現金及び預金 72,169

資金借入（注）１ （平残）
27,432 短期借入金 57,700

業務受託料（注）２ 779 － －

株式会社 
もみじ銀行 

所有 
直接100％ 

資金借入（注）１ （平残）
29,823 短期借入金 29,500

業務受託料（注）２ 481 － －
株式会社 
北九州銀行 

所有 
直接100％ 業務受託料（注）２ 58 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等 
（注）１ 一般取引先と同様な条件で行っております。 
（注）２ 当社業務予算に基づき，経営活動に必要な諸経費等に鑑みて算定しております。 

３．兄弟会社等 
該当ありません。 

４．役員及び個人主要株主等 
該当ありません。 

 
［１株当たり情報に関する注記］ 
１．１株当たりの純資産額 1,602円04銭
２．１株当たりの当期純利益金額 54円81銭
 


